
平成16年に愛媛県を襲った一連の台風が、26名の尊い命を奪い、県内に甚大な被害をもたらした

ことは、県民の記憶に深く刻まれている。 

また、平成23年３月11日に発生した東日本大震災は、想定を超える巨大な地震と津波により我が

国に甚大な被害をもたらしたばかりでなく、福島第一原子力発電所の事故を引き起こし、私たちは、

災害の脅威をあらためて思い知らされたところである。 

こうしたことから、近い将来、発生が危惧されている南海トラフを震源とする地震をはじめ、津

波災害、土砂災害、原子力災害などの様々な災害から、県民の生命、身体及び財産を守るためには、

県民、自主防災組織、事業者、県及び市町が、平素から最悪の事態を想定し、万全の対策を講ずる

ことの重要性を認識した上で、より一層、防災対策を推進し、地域防災力を向上させることが必要

である。 

これまで、県及び市町では、災害対策基本法及び地域防災計画等に基づき、防災対策を講じてき

たところであるが、被害を最小限に抑える「減災」の考え方を基本とした防災対策を進めるために

は、年齢、性別、障害の有無その他支援を要する者の事情に配慮しつつ、行政による防災対策の充

実はもとより、県民自らが災害への備えを実践し、災害に強い地域社会づくりを実現させることが

不可欠である。 

ここに、私たちは、県を挙げて防災に取り組み、災害から命と暮らしを守り、安心して生活する

ことができる地域社会を築くため、この条例を制定する。 


